














(2) 都計法 33条 l項 2号の解釈





































































































(3) 法 33条 1項7号について
最判平9・1・2民集51巻 l号 250頁の判示と向旨の判示佐した。
(4) 法 33条 1項 9号について




















































































































































































































































































































































































































サイトも維持)，横浜地判平 16・9・8判自 270号84頁，横浜地判平 16・11・10'fiJ自
266号85頁，横浜地判平 17・2・23判自 265号83頁。渡弁理佳子「平成 17年横浜地
判判長~J 判白 268 号 5 ß[は，前置主義に関する判断も含めて，半j 旨 lこ賛成している。
6) 神戸地判昭 55・4・15判時 984号 55頁，横浜地判昭 59・1・30行集 35巻 l号45頁。











10) 今村成和「判長tJ民商 27巻6号 58頁。参照，雄)11一郎「判批j法協 71巻 6号
71頁。









14) 小高・官官掲注 12)21頁。悶旨，佐藤・前掲注 12)85-86頁
15) 最判昭 29・2・11最高裁判所裁判集民事 12号 553賞。同旨，雄)1・前掲注 10)72 
][，今村・前掲注 10)57頁，雄)11・前掲注8)132-133頁。
16) 参照，~弁カほか編・前掲注 9) 129][ (Ji!.上崇洋)，大商有二「護資議求の取消
訴訟の関係」行政法の争点〔第3版) (有斐隠， 2004年)112頁。前置主義の趣旨に
ついては，近年の裁判例においても詳細に述べているものがあるが，多数説と同様



















































27) 横浜地判平 17・10・19半日自 280号93頁，大阪地判平 20・8・7判タ 1303号 128頁，
東京地学H22・5・13裁判所クェプサイト。なお，東京地判平22・5・13は， 1 ~号・ 6








30) 大阪地判平 20・8・7半日夕 1303号 128頁，東京地判平 22・5・13裁判所クェプサイ
ト，東京地判平24・1・18判例祭未登載。
31) 法務省訟務局行政訟務第一課課員編『判例i解説都市計画法j(ぎょうせい， 1995 
年)253-254頁，建設省都市局都市計闘課「都千行計画法及び建築基準法の一部改正」
法律のひろば45巻 10号 36賞。































資克也「場外車券発売施設設題許可取消訴訟の原告適格 (2)J 自治実務セミナ-51 
巻8号 (2012年)46頁。
40) 大橋箆明「平成9年最判判批JW最高裁判所判例解説民事篇平成9年度J149 
頁。 i可旨，桑原E寄進「悶最判判批j行正文明j例吉選〔第4版J149頁，山下竜一[悶
最判判批J平成9年重明U37頁。
41) この判示には，下位法令の内容によって原告適格の判断が左右されているのでは
ないかという別の問題がある。
42) 例えば，サテライト大阪訴訟差戻控訴審判決(大阪高判平24・10・1判例集未受
裁)。
43) 司法研修所編・前掲注28)188頁以下。
44) 安井ほか編・直言掲注9)154頁以下が詳細lこ論じている。参照， :f出稿「サテライト
大阪訴訟差戻第一審評釈J自治研究89巻 12号 117頁以下。
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